
 

北九州市環境未来技術開発助成金交付要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、北九州市環境未来技術開発助成金交付要綱（以下「要綱」という。）

に基づき、北九州市環境未来技術開発助成金の交付に関し、必要な事項を定める。 

 

（助成対象経費） 

第２条 要綱第５条に規定する助成対象経費の内容については、別表に掲げるものとす

る。 

 

（全体計画書等の提出） 

第３条 要綱第９条に規定する全体計画書および年次計画書を提出しようとする者は、

市長が定める期日までに、全体計画書等のほか次の各号に掲げる書類を提出するも

のとする。 

（１）共同研究グループ全構成員の市税納税証明書 

（２）研究代表者の直近２期分の決算書 

（３）別表に掲げる助成対象経費区分のうち、次にあげるものについては積算の根

拠となる書類等 

ア 「１原材料費、消耗品費等」「２機械装置等の購入」｢３機械装置等のリー

ス料等｣「４外注加工費等」については見積書、設計書等 

イ 「５直接人件費」については人件費の対象となる者全員の経歴書 

ウ 「８調査費、旅費等」については調査目的及び積算内訳等 

（４）国や県、市等の他の制度の助成を受けた実績や申請中の制度がある場合、そ

の内容がわかる資料 

（５）その他市長が必要と認める書類 

 

（助成金の請求及び支払） 

第４条 助成金の交付決定を受けた者（以下｢助成事業者｣という。）が助成金の概算払

い又は精算払いを受けようとするときは､請求書を市長に提出しなければならない。 

 

（精算） 

第５条 要綱１５条第２項の規定により、提出された実績報告書等を審査した結果、環

境局長が研究開発の内容に適合すると認める場合の助成対象経費（以下「実績報告

時の助成対象経費」という。）が、交付決定時の助成対象経費より２０％を超える減

額となる場合で、減額となった理由について環境局長が特段の配慮を必要としない

と判断するときは、次の計算式により算出された金額を交付確定額とする。 

 

  実績報告時の助成対象経費／交付決定時の助成対象経費×０．８×交付決定額 

 



 

（助成対象研究開発の変更及び中止） 

第６条 助成事業者が要綱第１６条に規定する助成対象研究開発を変更及び中止しよ

うとするときは、速やかに同条に定める申請書を市長に提出し､その承認を受けなけ

ればならない。ただし、次に定める軽微な変更については､この限りではない。 

 （１）第２条に規定する「別表」に定める各対象経費区分において、２０％以内の額

を増減する場合。 

 （２）前項の各対象経費区分のうち、一つの対象経費区分において２０％を超える額

を増減する場合であっても、その増減する額が助成対象経費全体の５％を超え

る増減とならない場合。  

 

付 則 

（施行期日） 

この要領は､平成１５年４月８日から施行し、平成１５年度に行われる助成事業から

適用する。 

 

付 則 

（施行期日） 

この要領は､平成１７年３月３０日から施行し、平成１７年度に行われる助成事業か

ら適用する。 

 

付 則 

（施行期日） 

この要領は､平成１９年３月３０日から施行し、平成１９年度に行われる助成事業か

ら適用する。 

 

付 則 

（施行期日） 

この要領は､平成２０年７月７日から施行し、平成２０年度に行われる助成事業から

適用する。 

 

付 則 

（施行期日） 

この要領は､平成２１年４月１日から施行し、平成２１年度に行われる助成事業から

適用する。 

付 則 

（施行期日） 

この要領は､平成２３年１月２６日から施行し、平成２２年度に行われる助成事業か

ら適用する。 



 

 

付 則 

（施行期日） 

この要領は､平成２７年８月５日から施行し、平成２７年度に行われる助成事業から

適用する。 

 

付 則 

（施行期日） 

この要領は､平成２８年８月４日から施行し、平成２８年度に行われる助成事業から

適用する。 

 

付 則 

（施行期日） 

この要領は､令和３年１０月６日から施行し、令和３年度に行われる助成事業から適

用する。  

 

付 則 

（施行期日） 

この要領は､令和５年４月１日から施行し、令和５年度に行われる助成事業から適用

する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別表  

１ 実証研究、ＦＳ研究 

対象経費区分 対 象 経 費 の 内 容 

１ 原材料費、消耗品費等  試薬、材料などの購入に要する経費 

２ 機械装置等の購入  機械装置などの購入に要する経費。ただし、一つの単価が１０万

円以上（消費税を含む）のものについては、リース又はレンタルで

対応できないものに限る。 

３ 機械装置等のリース料等  助成対象期間における機械装置、実験場所などのリース又はレン

タルに要する経費。 

４ 外注加工費等  自ら製作や加工などできない部分の外注に要する経費。 

５ 直接人件費  直接研究に携わっている者が市内（FS 研究については、市内の

研究活動に限定しない）で実験、分析、測定等の直接研究開発活動

を行うために要する経費。 

 人件費は、人件費単価に研究開発活動に従事した時間を乗じたも

のとする。人件費単価は、北九州市環境未来技術開発助成事業にお

ける人件費の計算に係る実施細則に基づいて計算するものとする。 

 なお、実証研究における直接人件費の額は、助成対象経費のうち

研究者全員の合計で６００万円を上限とする。 

６ 外部講師等技術指導費  単発的に共同研究者以外の外部専門家等の指導を仰ぐための謝

金又は指導費に該当する経費及び同専門家等の招聘に要する経費。 

７ 工業所有権の導入経費  工業所有権の導入に要する経費。 

８ 調査費、旅費等  研究開発に必要な調査や出張のための経費。 

（経済的な通常の経路で出張したもので、実費相当額を原則とす

る。ただし、社内規定に基づいて支出された旅費を認める（日当を

除き、移動、宿泊に要した経費のみとする。）。） 

９ その他市長が認める経費  北九州市長が特別に認める経費。 

 

２ 社会システム研究 

 社会システム研究の対象経費としては、上表の「３ 機械装置等のリース料等」、「５ 

直接人件費」、「６ 外部講師等技術指導費」、「８ 調査費、旅費等」、「９ その他市長

が認める経費」に該当する経費とする。 

 


